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時間外労働の上限規制について

長野労働局 労働基準部監督課



本日の説明内容

１． 労働時間法制の概要

２． 36協定の作成について

36協定作成上の留意点

36協定を作成してみましょう



１．労働時間法制の概要



労働時間法制の概要
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◆

◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

⇒ これを超えて労働すると・・・ 時間外労働

⇒ この休日に労働すると・・・ 休日労働

【例】

法定休日が日曜日、所定休日が土曜日の労働者が、両方労働した場合

   土曜日 → 法定休日労働ではない

  週40時間を超える場合は法定時間外労働となる

   日曜日 → 法定休日労働となる

※特例対象事業場（商業、映画・演劇業、保健・衛生業、接客娯楽業で労働者数が常時10名未満

の事業場は、１週44時間となります。



労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは
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◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握



労働時間とは
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２．36協定の作成について
～作成上の留意点～



時間外労働・休日労働を行うためには36協定が必要です

時間外労働・休日労働を行うためには、使用者と労働者代表で36協定を締結し、

労働基準監督署へ届け出ることが必要 ⇒ 届出を行った時から有効な協定となる

届出は、以下の方法があります

・窓口での届出

・郵送での届出

・電子申請での届出



36協定に定めることのできる時間数
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36協定に定めることのできる時間外労働時間数は・・・

※臨時的な特別な事情がある場合でなければ、上記の時間を超えて働か

せることはできません

原則 月45時間 （１年単位の変形労働時間制を採用している場合は42時間 ）

年360時間（１年単位の変形労働時間制を採用している場合は320時間 ）



36協定に定めることのできる時間数
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月100時間未満（休日労働含む）

年720時間

まで定めることができます。

ただし、特別条項を使えるのは、

年６回（12か月のうち６か月だけ）

２か月～６か月平均で月80時間以内（休日労働含む）

を守らなければいけません。

→「２か月平均」「３か月平均」「４か月平均」「５か月平均」「６か月平均」

臨時的な特別な事情がある場合には・・・

特別条項



36協定を締結する際の留意点

36協定は、事業場ごとに 締結・届出が必要です。

※「企業で１つの協定」ではありません。

本社 A支店 B支店 C支店

○○株式会社

本社、A支店、B支店、C支店のそれぞれで

36協定の締結・届出が必要

場所的に分散しているものは、原則として１つの事

業場とみなします。

ただし、

・ 同一場所でも著しく労働の態様が異なる部門が

 存在する場合等

→ 別の事業とみなす

・ 場所的に分散していても、規模が小さく、独立性 

があるものとは認められない場合等

→ 直近上位の機構と一括して届出を行う



36協定を締結する際の留意点
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36協定の有効期間は １年 です。
※１回締結・届出をすればずっと有効というものではありません！

１年ごとに協定を締結し直して、労働基準監督署への届出をしなければなりません。

36協定を締結する当事者は、使用者 と 労働者代表（管理監督者は×）です。

労働者代表とは・・・

労働者の過半数で組織する労働組合

or

労働者の過半数を代表する者（労働組合がない場合）

投票や挙手などの民主的な

方法で選出

（使用者が指名することは

できません）



36協定を締結する際の留意点
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時間外労働に対する賃金は、以下の割増率で計算を行う必要があります。

１か月の時間外労働時間

１日８時間、週40時間

を超える労働時間

60時間以下 25％

50％60時間超

【計算例】

深夜の時間帯（22時～５時）に、１か月60時間を超える

法定時間外労働を行わせた場合

深夜割増25％＋時間外割増50％＝75％

※深夜労働は 25％、法定休日労働は 35％



36協定を締結する際の留意点
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36協定を締結・届出をしたら、労働者に周知しましょう

※労働基準法第１０６条で、36協定や就業規則等については労働者に周知をしなければならないとされています。

・常時作業場の見やすい場所へ掲示する、又は備え付ける。

・書面で労働者に交付する。

・磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録

し、かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を常時確認

できる機器を設置する。

周知方法
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36協定を作成してみましょう



36協定記載例（様式第９号） ※建設業、自動車運転者、医師は様式が変わります
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45時間 55時間



36協定記載例（様式第９号の２） ※建設業、自動車運転者、医師は様式が変わります
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36協定の実際の運用について
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前２ページの「36協定記載例」の協定を締結・届出している会社で働くAさんの令和X年の勤務状況について、

以下のような状況がみられました。赤字の取り扱いについてよく確認してみましょう。

Aさん（○○金属工業（株）の営業担当）

１. 時間外労働時間が限度時間を超過してしまった月が７回あった。

２. 月45時間を超過し特別条項を適用する時に、管理者等への申告等はしていない。

３. 時間外労働と休日労働の合計時間数が最長だった月は月90時間だった。

４. 時間外労働時間数が長くても医師による面接指導等は受けていない。



36協定の実際の運用について
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Aさん（○○金属工業（株）の営業担当）

Ａさんが時間外労働や休日労
働を行うには、「営業」担当
についても協定書に記載する
必要があります。

⇒Aさんの担当業務（営業）については、協定に記載がない。

⇒Aさんは、そもそも時間外労働・休日労働をすることはできません。

【様式９号 抜粋】



36協定の実際の運用について
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１. 時間外労働時間が限度時間を超過してしまった月が７回あった。

⇒協定で締結した限度時間を超過できるのは設計担当者が４回、検査担当者、

機械組立担当者が３回までです。

【様式９号の２ 抜粋】

年６回まで協定できます



36協定の実際の運用について
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２. 限度時間を超過し特別条項を適用する時に、管理者等への申告等はしていない。

⇒限度時間を超過する場合には、労働者代表への事前申し入れが必要です。

【様式９号の２ 抜粋】

次ページへ続く



36協定の実際の運用について
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時間外労働時間が限度時間を超える

場合には、協定で定める手続き（労

働者代表との協議、対象労働者への

事前通告等）を行う必要があります。

このような様式を使用して手続きを

行うことが望ましいです。



36協定の実際の運用について
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３. 時間外労働と休日労働の合計時間数が最長だった月は月90時間だった。

⇒特別条項に定める時間（設計担当者と検査担当者60時間、機械組立担当者55時間）を

超過することはできません。

【様式９号の２ 抜粋】

【注意点】

仮に、特別条項で「90時間」と協定をしていたとしても、以下のとおり、２か月から６か月平均

で月80時間を超過しないようにしなければいけません。



36協定の実際の運用について

24

４. 時間外労働時間数が長くても医師による面接指導等は受けていない。

⇒限度時間を超えて労働させる労働者には、協定で定める健康確保措置を実施しなけれ

ばいけません。

【様式９号の２ 抜粋】

次ページへ続く



36協定の実際の運用について
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★時間外・休日労働時間数が月80時間を超え

る労働者には、当該労働者に対して、労働時

間に関する通知をしなければいけません。

★時間外・休日労働時間数が月80時間を超え

る労働者について、本人からの申し出があっ

た場合には、医師の面接指導を行う必要があ

ります。

※「時間外・休日労働時間数」＝１か月の総労

働時間－40÷７×1か月の暦日数

通知書 例



ご清聴ありがとうございました。
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労働基準局

広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、

「魅力ある職場づくり」の実現による

 生産性向上、人手不足解消のチャンス！

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー

も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ！

（厚生労働省ウェブサイト） （特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）
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